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１ 業務実績（別表１参照） 
（１）利用状況について 
 令和元年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で１７７，２４１人となっており、前

年度と比較し１３，８０３人（７．２％）減少している。その内訳は、入院患者数が前年度と比較し

３，１８５人（４．５％）減少の６７，０９４人、外来患者数が前年度と比較し１０，６１８人（８．

８％）減少の１１０，１４７人である。 

 患者数を科別にみると、入院で減少した主な科は、整形外科、産婦人科、小児科で、前年度と比較

し、整形外科３，３５６人、産婦人科１，０８９人、小児科１０４人減少となっている。 

 一方、外来では、前年度と比較し減少した主な科及び人数は、整形外科３，２３２人、産婦人科２，

０９７人、内科１，５８２人、精神科１，３５１人である。 

 病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は７０．５％で、前年度より３．６ポイント低くな

った。ちなみに、同規模病院の全国平均は７２．６％となっており、当市の利用率は全国平均を下回

っている。 

 なお、人間ドックの利用は、日帰りで４７９人、一泊で２９人となっている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成３０年度地方公営企

業年鑑の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全国平均」とは全国の市（指

定都市を除く）が経営する３４３の病院の平均値である。 

 

（２）その他 
 職員数は、令和２年３月３１日現在、医師３２人を含む２９５人で前年度より２２人の減少で、職

員１人当たりの患者数は６０１人で、前年度と比較し２人減少している。なお、全国平均は６３０人

となっており、当市が下回っている。 

 また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，４００万９千円で、前年度と比較し４２万

３千円（３．１％）の増加となり、全国平均１，５６３万３千円を下回っている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 
（１）収益的収入及び支出について 
 事業収益は、予算額５７億２，７８５万３千円に対して決算額は５１億２，０６１万３千円（うち、

仮受消費税額１，７７５万８千円）で、決算比率は８９．４％となっている。その主な内訳は、医業

収益が４５億９，７０７万６千円、医業外収益が５億２，３００万９千円、特別利益が５２万８千円

である。 

 事業費用は、予算額６０億７，７０８万６千円に対して決算額は５６億４，８７１万８千円（うち、

仮払等消費税額１億１，７５０万３千円）で、決算比率９３．０％となっており、その内訳は、医業



- 27 - 

費用５４億２，８９３万円、医業外費用が２億１，７７２万３千円、特別損失が２０６万５千円であ

る。 

 

（２）資本的収入及び支出について 
 資本的収入は、予算額３億４，８００万５千円に対して決算額は２億７９４万１千円で、決算比率

は５９．８％となっている。その主な内訳は、企業債が３，４６０万円、市一般会計からの出資金が

１億７，１５３万２千円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良費及び企業債元金償還

金のうち、その２分の１（ただし、平成１４年度までに着手した事業に係る企業債元金償還金にあっ

ては３分の２）を基準とするものである。 

 資本的支出は、予算額４億８，０２９万４千円に対して決算額は３億３，９８４万８千円（うち、

仮払消費税額３１３万３千円）で、決算比率は７０．８％となっている。その主な内訳は、医療機器

購入等に係る建設改良費が３，８３７万８千円、企業債償還金が３億１３８万３千円である。 

 なお、資本的収支決算額で１億３，１９０万７千円の不足が生じており、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１４万３千円で一部補てんされている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３等を参照） 
（１）収益について 

 事業収益は５１億２８５万５千円で、前年度と比較し１億８，２４６万４千円（３．５％）の減少

となっている。 

 医業収益は４５億８，０６５万５千円で、事業収益の８９．８％を占めており、前年度と比較し１

億８，３２３万１千円（３．８％）の減少となっている。このうち、入院収益は２９億４，０８５万

７千円で、前年度と比較し１億４，０３０万９千円（４．６％）の減少となっている。延べ入院患者

数は前年度より３，１８５人減少し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４３，８３２円で、前年

度より１０円（０．０％）の単価ダウンとなった。これは同規模病院の全国平均４０，００５円を上

回っている。一方、外来収益は１１億９，１８３万１千円で、前年度と比較し３，３６８万６千円（２．

７％）の減少となっている。延べ外来患者数は前年度より１０，６１８人減少しており、患者１人１

日当たりの診療収入は１０，３１５円で、前年度より５８３円（６．０％）の単価アップとなってい

る。これは同規模病院の全国平均１０，６２４円を下回っている。 
 医業外収益は５億２，１６７万２千円で、前年度より１３０万４千円（０．３％）増加となってい

る。 

また、特別利益は５２万８千円で、前年度と比較し５３万７千円（５０．４％）の減少となってい

る。これは、貸倒引当金再計算による戻入等によるものである。 

 



- 28 - 

（２）費用について 
 事業費用は５５億１，９７６万６千円で、前年度と比較し１億２，４３４万９千円（２．２％）の

減少となっている。 

 医業費用は５３億１，１６０万６千円で、事業費用の９６．２％を占め、前年度と比較し１億４，

９０１万８千円（２．７％）の減少となった。このうち減少した主なものは、給与費、材料費、経

費である。給与費は３３億１，３４３万６千円で、前年度に比べ８，６８３万３千円（２．６％）

の減少となっている。これは、看護師の退職不補充や非常勤医師報酬の見直しによる費用減である。

材料費は７億９，９４７万９千円で、前年度と比較し４，０５５万５千円（４．８％）の減少とな

っている。これは主に、ＳＰＤ（院内物流管理システム）を含む診療材料単価について、他院とベ

ンチマークを行い、見直しを行ったためである。経費は８億２，９４１万４千円で、前年度と比較

し４，０４０万１千円（４．６％）の減少となっている。これは主に、医師採用にかかる費用（紹

介業者への委託料）の削減によるものである。 

 医業外費用は２億６１６万円で、前年度と比較し２，７３９万８千円（１５．３％）増加している。

このうち増加した主なものは、長期前払消費税償却、雑損失である。長期前払消費税償却は３，２４

７万１千円で、前年度と比較し２，２２３万６千円（２１７．３％）の増加となっている。これは、

過年度資本的支出控除対象外消費税額の償却が増加したためである。雑損失は１億３，８７０万８千

円で、前年度と比較し７４９万９千円（５．７％）の増加となっている。これは、消費税率が２％上

昇したためである。 

 なお、特別損失は２００万円で、前年度と比較し２７２万８千円（５７．７％）の減少となってい

る。  
（３）損益について 
 当年度の損益は、経常損失４億１，５４３万９千円、特別利益及び特別損失を加減した当年度純損

失４億１，６９１万１千円である。当年度純損失は、前年度の純損失３億５，８７９万６千円と比較

すると、５，８１１万５千円と悪化している。（次表参照） 

経 営 収 支 推 移 表        （単位：円） 

  

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

29 5,447,530,732 100.0 5,668,889,218 100.0 △ 221,358,486

30 5,285,319,519 97.0 5,644,115,231 99.6 △ 358,795,712

元 5,102,855,481 93.7 5,519,766,195 97.4 △ 416,910,714

事業収益 事業費用
純損益

 

  （注）指数は２９年度を１００とした。  
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（４）損益分析について 
 総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その値は９２．４％であり、前年度を

１．２ポイント下回り、同規模病院の全国平均９７．２％を下回っている。 

 経常収支比率は、経営成績を示す係数で、前年度を１．２ポイント下回って、９２．５％となり、

同規模病院の全国平均９６．７％を下回っている。 

医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を１．０ポイント下回って、８６．２％と

なり、同規模病院の全国平均８５．５％を上回っている。 

 

４ 財政状態（貸借対照表、キャッシュ・フロー計算書）（別表４参照） 
（１）資産について 
 資産総額は３４億９，９９８万５千円で、前年度と比較し４億１，８９０万４千円（１０．７％）

の減少となっている。構成は、固定資産２７億８，９８１万５千円、流動資産７億１，０１７万円で

あり、これを前年度と比較すると、固定資産は３億４，７７６万５千円（１１．１％）減少し、流動

資産は７，１１４万円（９．１％）の減少となっている。 

固定資産の主な内訳は、有形固定資産２７億５，８７７万１千円、投資３，０９８万４千円である。

固定資産の減少は主に、建物に係る固定資産で１億６，６１２万４千円、器械備品に係る固定資産で

１億４，３１７万９千円減少したためである。 

流動資産７億１，０１７万円の主な内訳は、未収金６億８，５７５万６千円、現金預金１，３２５

万１千円、貯蔵品１，０４８万４千円である。 

 未収金は、貸倒引当金計上額及び破産更生債権も含めると６億９，７５８万７千円となっているが、

その内訳は医業未収金６億８，７５１万２千円、医業外未収金１，００７万６千円である。また、医

業未収金のうち、大部分が社会保険及び国民健康保険の診療報酬であるが、これは、それぞれの支払

基金の審査を経る関係上、常時２ヶ月以後の入金となるためである。基金請求分他を除いた窓口未収

金（患者の自己負担分）は、２，９７１万８千円となっている。なお、１４件の診療収入の窓口未収

金（患者の自己負担分）１２７万５千円（消費税込み）を不納欠損処理したため、同じ金額分の貸倒

引当金を取り崩している。 

 

（２）負債について 
 負債総額は４５億９，２３５万７千円で、前年度と比較し１億７，３５２万６千円（３．６％）の

減少となっている。 

構成は、固定負債２９億３，１３３万４千円、流動負債１６億３，０５３万８千円、繰延収益３，

０４８万５千円となっている。 

固定負債の主なものは、企業債２２億１，０９０万円、引当金７億１，８１７万１千円で、建設改
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良費等の財源に充てるための企業債のうち流動負債への計上額を除いたものと、病院会計において負

担すべき退職給付引当金を計上したものである。 

流動負債の主なものは、一時借入金６億９，０００万円、１年以内に償還を予定している分の企業

債３億６，４３０万４千円、未払金３億５，２３２万２千円、賞与及び賞与に係る法定福利費の引当

金２億４万５千円である。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。内訳は、長期前受

金１億５，６８９万２千円、長期前受金収益化累計額１億２，６４０万８千円である。 

 

（３）企業債の償還について 
令和元年度末現在における企業債未償還残高は、２５億７，５２０万３千円となり、前年度に比較

し２億６，６７８万３千円（９．４％）減少した。 

 令和元年度の企業債利息は３，２５５万９千円で、企業債利息対料金収入比率は０．８％であり、

同比率の全国平均１．５％を下回っており良好といえる。企業債平均借入利率は１．１５％となって

いる。 
 また、今後も医療機器の更新や施設の改修に伴い、起債が必要となることが予想される。現在は低

利での借入れが可能な状況ではあるが、起債にあたっては、企業債の毎年の償還額、残高及び利息負

担について、十分に留意されたい。 

 

企 業 債 の 推 移           （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

29 2,857,041,204 142,900,000 312,202,076 37,553,356 2,687,739,128

30 2,687,739,128 452,000,000 297,752,552 35,004,801 2,841,986,576

元 2,841,986,576 34,600,000 301,383,298 32,559,289 2,575,203,278  
 

（注） ＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
企 業 債 利 息×１００ 

（当年度償還額＋当年度末残高）－当年度借入額  
（４）資本について 
 資本総額は△１０億９，２３７万１千円で、前年度と比較し２億４，５３７万９千円の減少となっ

ている。 

構成は、資本金５８億８０１万７千円、欠損金６９億３８万８千円であり、これを前年度と比較す

ると、資本金は１億７，１５３万２千円（３．０％）増加し、欠損金は４億１，６９１万１千円（６．

４％）増加している。 
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（５）キャッシュ・フローの状況 
（単位：円）

元年度末 ３０年度末 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー A 270,087 4,196,088 △ 3,926,001

投資活動によるキャッシュ・フロー B △ 40,107,847 △ 493,682,528 453,574,681

財務活動によるキャッシュ・フロー C 23,872,606 492,844,408 △ 468,971,802

資金増加（減少）額 D=A+B+C △ 15,965,154 3,357,968 △ 19,323,122

資金期首残高 E 29,216,064 25,858,096 -

資金期末残高 E+D 13,250,910 29,216,064 -

　　　　　　　　　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 表

区　　分  
 資金（現金及び預金）期末残高は１，３２５万１千円で、期首残高から１，５９６万５千円減少し

ている。 

 なお、内訳は、業務活動によるキャッシュ・フローが２７万円のプラス、投資活動によるキャッシ

ュ・フローが４，０１０万８千円のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローが２，３８７万３

千円のプラスとなっている。 

 キャッシュ・フローの状況は、一般会計からの多額の繰入金があるものの厳しい状況であり、経営

基盤強化の取組みが引き続き必要である。 

 

５ 剰余金計算書 
（１）資本金について 
 前年度末残高５６億３，６４８万５千円から、前年度に処分するものは無かった。 

当年度においては、一般会計出資金の受け入れによる増加１億７，１５３万２千円により、５８億

８０１万７千円となっている。 

 

（２）資本剰余金について 
前年度末残高からの変動がなかったため、資本剰余金は前年度と同額の１，９８７万７千円である。  

（３）欠損金について 
 前年度未処理欠損金６５億４４６万７千円から前年度に処分するものが無かったため、それと同額

を前年度からの繰越欠損金として計上した。 

 一方、当年度純損失が４億１，６９１万１千円となったため、当年度未処理欠損金は６９億２，１

３７万８千円となった。また、医業収益に対する累積欠損金比率は１５１．１％となり、医業収益が

悪化した影響もあり、前年度より１４．６ポイント悪化した。   
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６ 財務分析 
（１）構成比率について 
 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は７９．７％で、前年度と比

較し０．４ポイント低くなった。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあると

されている。 

 負債・資本のうち固定負債の占める割合である固定負債構成比率は８３．８％で、前年度と比較し

０．６ポイント高くなった。この比率は、小さいほど経営安定とされているが、全国平均の５５．２％

より悪い状態である。 

 総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は△３０．３％で、前年度と比較し９．

５ポイント悪化した。この比率は、大きいほど望ましいとされるが、全国平均の３０．８％を大きく

下回っている。  
（２）財務比率について 
 固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１４９．

２％で、前年度より２１．０ポイント高くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされてい

るが、水準よりも大きくなっている。 

 また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は４３．６％で、前年度より９．５ポイント低く

なり、全国平均の１７８．５％を下回っている。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされ

ているが、一時借入金が増額したことも影響し、水準以下となっている。 

 支払能力をみる当座比率は４２．９％で、前年度と比較し９．４ポイント低くなり、全国平均の１

７４．７％を下回っている。この比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と流動負債との対比で支

払能力をみるもので、１００％以上が望ましいとされている。 

現金比率は即時支払能力を示すもので、０．８％となっており、前年度に比較して１．２ポイント

低くなった。この比率は、一般に２０％以上が望ましいとされているが、全国平均の１０４．７％を

大きく下回っている。 
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（３）一般会計繰入金について 
 当年度は、一般会計負担金・補助金・出資金として、昨年度と同額の９億円の繰入を受けた。  

一般会計負担金等の推移        （単位：円） 

資本的収支

一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金

29 211,389,000 758,392,000 175,219,000 1,145,000,000

30 255,144,000 475,894,000 168,962,000 900,000,000

元 247,839,000 480,629,000 171,532,000 900,000,000

年度
収益的収支

合計   
（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 
 減価償却費や引当金等は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を適

正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は現金支出を伴わないものであ

るために、その償却費等の計上分だけ償却資産等に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その結

果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この内部留保資金をもって新たな資産

を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

 しかしながら、損益勘定留保資金は欠損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、令

和元年度末の残高はない状態である。今後の固定資産の新規・更新時には、内部留保資金である損益

勘定留保資金が不足することから、そのほとんどを企業債（起債）や一般会計補助金等で対応しなけ

ればならない状況にある。 
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病院事業補てん財源内訳書      （単位：円） 

平成３０年度 令和元年度

当年度純損益 △ 358,795,712 △ 416,910,714

繰越利益剰余金 △ 6,145,671,430 △ 6,504,467,142

みなし償却廃止に伴う経過措置額 △ 42,536,555 △ 42,536,555

資本剰余金取崩額 △ 53,402,867 △ 53,402,867

1,112,721 1,112,721

△ 6,504,467,142 △ 6,921,377,856

△ 6,599,293,843 △ 7,016,204,557

299,808,620 350,211,963

29,323,217 2,027,670

5,034,417 2,985,459

10,235,075 32,471,286

0 0

0 0

334,332,495 381,725,460

6,169,819,091 6,504,151,586

1,524,698 142,519

△ 94,730,280 △ 130,184,992

156,360,896 131,907,110

1,524,698 142,519

0 0

0 0

△ 388,335,906 △ 555,187,671

6,504,151,586 6,885,877,046

資本的収支不足額

補

て

ん

使

用

額

（参考）繰越損益勘定留保資金

復活留保資金（過年度損益勘定留保資金）

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

補てん使用可能額計

補

て

ん

財

源

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度損益勘定留保資金

当年度損益勘定留保資金

翌年度補てん財源資金

損

益

勘

定

留

保

資

金

減価償却費

固定資産除却費

長期前受金戻入(△)

長期前払消費税償却

投資取崩（敷金解約・修学資金免除）

各種引当金（退職給付・賞与等）

差引当年度補てん使用可能額

区分＼年度

（参考）当年度未処分利益剰余金計

小計（補てん使用対象額）

減債積立金

未処分

利益剰

余金

利

益

剰

余

金

補

て

ん

使

用

可

能

額

   
７ まとめ 
（１）病院事業の概要 
 市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保健機能を

提供してきている。特に安全に直結する救急医療と入院医療は、市民の期待と要望も大きく、自治体

病院最大の役割でもある。しかし近年、国の医療制度改革は、医療費抑制、病床機能の再編に加え新

専門医制度も創設され、それに伴い地域医療体制も大きな変化を迎え、医師・看護師不足等、医療を

取り巻く環境は厳しさを増している状況にある。 
 このような環境の変化の中、当年度は、「地域連携を進め地域に必要とされる病院として新しい価

値を生み出そう！」という目標を掲げ、地域住民が安心して利用できる病院の運営に努めている。ま

た、北播磨医療圏域で加西病院の役割や周辺地域のニーズに応えるべく、地域医療室が担っていた地

域連携機能に病床管理、在宅医療・介護連携相談機能を統合し、新たに医療介護総合支援センターを

発足し、地域住民の生活を支援する「かかりつけ病院」であるとともに身近な「二次救急病院」とし

ての役割を果たしている。 

診療面では、前年度に引き続き、高度急性期医療は大病院に任せつつ、地域ニーズにあった急性期
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医療や専門的な医療の維持・提供、断らない救急対応、回復期医療の充実、経過観察入院や看取りな

ど、介護施設や在家庭への支援強化や診療所との連携強化を図った。 

 人材面においては、医師は年度当初常勤医師が２名体制であった産婦人科医のうち１名が年度途中

に退職したことにより、２月より分娩休止となった。看護士は、施設基準の見直しや病棟再編を考慮

し、前年度に引き続き人員の適正化を進めるため退職不補充とし、適正な人員数を目指している。医

療技術部は、検査科で臨床工学技士が１名退職したが、補充は行わず対応した。一方、施設・設備面

では、新病院建設基本計画策定委員会の動向を踏まえ、最低限の機器更新や修繕を行うことにより機

能維持に努め、予算より大きく費用を縮減した。 

 今後も経営改革を進め、地域の医療機関等との連携を強化するなど、質の高い医療の提供を目指す

とともに、経営体質の強化を図られることを期待するところである。 

 

（２）経営の健全化・安定化について 
当年度の外来収益は前年度を下回り２．７％減の１１億９，１８３万１千円となり、入院収益も前

年度を下回り４．６％減の２９億４，０８５万７千円となった。これは、一部診療科において効果的

な病床運用ができなかったことや産婦人科医師の退職による分娩休止等が大きく影響し、その結果、

医業損失は前年度に比べて３，４２１万２千円増の７億３，０９５万１千円と悪化した。このような

状況の中、年度中の事業会計の一時的な資金不足分は一般会計や水道事業会計からの一時借入金で対

応している状況であり、今年度末残高は、前年度に比べて１億２，０００万円増の６億９，０００万

円となっている。 

国の医療制度改革等の過渡期の中、今年度も医師不足の問題が顕在化し、経営環境について著しい

変化が見受けられるが、加西病院の現状と今後について、市民への周知と理解を深める取り組みを実

施するとともに、今後も経営の健全化・安定化に向けて、改革プランに基づいた経営の改善・効率化

に努められたい。また、将来構想検討委員会の意見書を受けて、耐震性が不足している本館の建て替

えを計画する上で、新たに新病院建設基本計画策定委員会による検討を開始されているが、地域多機

能型病院は医療、介護、生活支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムで中心的役割を担うので、

その役割を果たせる新たな病院となることを期待するところである。なお、病院の建て替えには多額

の資金が必要となるので、必要に応じて、市財政当局とも協議しながら計画策定を進めていただきた

い。 
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（３）診療収入の窓口未収金・基金請求分未収金と不納欠損について 
 各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

 

          平成２９年度  １７，６５２，０９７円 

          平成３０年度  １３，１８２，９４８円 

          令和元年度  １２，０５０，１０５円 

 

 令和元年度は、毎月の定期徴収訪問の実施により、当年度末現在における過年度窓口未収金残高は、

前年度に比べ１１３万３千円の減少となった。今後も、受診時・退院前の支払相談の実施、本人への

未収の確認や誓約書への記入など、看護師等とも連携のうえ早期対応を心掛け、未収金の回収に努め

られたい。合わせて、長期にわたる窓口未収金については、的確な回収方策を検討するとともに、回

収不能と認められるものについては適時に処理する必要がある。 

 

（４）退職給付引当金について 
前年度の意見書でも同様の指摘を行ったが、当年度末の退職給付引当金残高は７億１，８１７万１

千円であり、当該金額は平成２８年度末から据え置かれた金額である。この引当金額は、病院事業の

適正な財政状態や経営成績を判断するうえで重要な科目であるので、適切な引当金額を算定するよう

に対応を検討していただきたい。 

 


